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【令和８年度　市町別普通会計当初予算規模の状況】 市町行財政課 

（単位：千円）

市町名 令和８年度 令和７年度 伸率 増減額

Ａ Ｂ (A-B)/B Ａ　-　Ｂ ８年度 ７年度 事業① ８年度 ７年度 増減 事業② ８年度 ７年度 増減

1 津  市 124,197,294 131,702,555 ▲ 5.7 ▲ 7,505,261 消防通信指令センター整備の完了による皆減 0 2,784,017 ▲ 2,784,017 中消防署西分署整備事業の完了による皆減 0 678,460 ▲ 678,460

2 四日市市 151,412,564 144,652,962 4.7 6,759,602
公共施設アセットマネジメント事業費（文化会
館）の増

1,941,900 182,400 1,759,500 堀川内水対策事業費の増 2,303,000 880,000 1,423,000

3 伊勢市 60,989,444 61,321,969 ▲ 0.5 ▲ 332,525 いせ市民活動センター改修事業の終了による皆減 0 801,913 ▲ 801,913 中心市街地再生事業の終了による皆減 0 1,133,310 ▲ 1,133,310

4 松阪市 84,723,502 78,574,716 7.8 6,148,786 松阪市民病院運営支援事業の開始による皆増 1,604,336 0 1,604,336 新最終処分場施設整備事業の増 2,059,637 1,058,695 1,000,942

5 桑名市 63,138,927 68,145,523 ▲ 7.3 ▲ 5,006,596 多度地区小中一貫校整備事業の減 497,974 5,621,328 ▲ 5,123,354 消防指令センター関係経費に係る事業費の減 26,263 864,852 ▲ 838,589

7 鈴鹿市 83,544,000 77,204,000 8.2 6,340,000
(クリーンセンター費)施設整備費／補助事業分の
増

4,575,296 936,411 3,638,885 鈴鹿四日市道路用地先行取得事業費の皆増 550,000 0 550,000

7 名張市 30,601,001 30,803,769 ▲ 0.7 ▲ 202,768 骨格予算 国民健康保険特別会計繰出金の減 576,465 757,196 ▲ 180,731 自治体情報システム標準化等対応事業の減 0 352,542 ▲ 352,542

8 尾鷲市 13,306,098 12,141,424 9.6 1,164,674 骨格予算 社会教育施設整備事業の皆増 988,804 0 988,804 広域ごみ処理施設整備事業の増 687,194 188,472 498,722

9 亀山市 22,877,000 23,620,000 ▲ 3.1 ▲ 743,000 消防指令業務共同運用事業の完了による皆減 0 429,777 ▲ 429,777 防災情報伝達システム整備事業の完了による皆減 0 248,000 ▲ 248,000

# 鳥羽市 14,800,000 14,007,000 5.7 793,000 骨格予算 観光推進事業の増 196,749 61,748 135,001 保育所施設整備事業の増 91,786 9,821 81,965

# 熊野市 15,467,755 14,576,677 6.1 891,078 広域ごみ処理施設整備事業の増 669,166 185,416 483,750
物価高騰対策生活者・事業者支援商品券支給事業
の皆増

158,474 0 158,474

# いなべ市 25,300,000 28,260,000 ▲ 10.5 ▲ 2,960,000 消防団詰所新築工事の終了による皆減 0 1,043,988 ▲ 1,043,988
スポーツ施設の耐震補強及び長寿命化の終了によ
る皆減

0 1,030,300 ▲ 1,030,300

# 志摩市 29,400,906 28,074,194 4.7 1,326,712 寄附額の増加に伴うふるさと応援寄附金事業の増 2,996,629 2,547,579 449,050 防災行政無線更新整備事業の本工事開始に伴う増 678,955 17,600 661,355

# 伊賀市 48,719,488 46,911,489 3.9 1,807,999 定年退職者の増による退職手当の増 401,956 50,000 351,956 地域総合整備資金貸付金の増による貸付金の皆増 2,100,000 0 2,100,000

# 木曽岬町 3,875,000 3,939,000 ▲ 1.6 ▲ 64,000 骨格予算 木曽岬干拓地に係る企業立地奨励金の減 75,742 149,617 ▲ 73,875 AIオンデマンド交通実証運行事業の皆増 37,378 0 37,378

# 東員町 15,056,000 12,570,000 19.8 2,486,000 中学校建設事業の増 3,851,244 2,094,400 1,756,844 住民情報システム標準化対応に伴う備品購入の増 130,943 6,930 124,013

# 菰野町 16,886,476 16,157,399 4.5 729,077 菰野富士環境整備事業の増 170,000 150,000 20,000
子ども医療費助成事業（18歳に達する日以降の最
初の３月31日まで拡大分）による増

191,868 177,494 14,374

# 朝日町 4,946,309 4,937,302 0.2 9,007 あさひ園保育室増築事業の皆増 43,509 0 43,509 水道料金（基本料金）減免支援事業による皆増 40,389 0 40,389

# 川越町 14,849,000 9,920,000 49.7 4,929,000 中学校整備事業の増 6,093,907 1,821,425 4,272,482 庁舎機械設備及び直流電源装置等改修事業の増 640,750 286,000 354,750

# 多気町 8,798,521 13,395,653 ▲ 34.3 ▲ 4,597,132 骨格予算 統合こども園建築工事の終了による皆減 0 2,700,000 ▲ 2,700,000 防災行政無線機能強化事業の終了による皆減 0 365,838 ▲ 365,838

# 明和町 11,658,000 12,088,200 ▲ 3.6 ▲ 430,200 自治体情報システム標準化の移行完了による皆減 0 168,200 ▲ 168,200 総合体育館長寿命化事業の完了による皆減 0 149,750 ▲ 149,750

# 大台町 7,583,000 8,115,000 ▲ 6.6 ▲ 532,000 骨格予算 防災行政無線更新事業の終了による皆減 0 287,745 ▲ 287,745
地方公共団体情報システム標準化構築業務委託料
の減

47,771 150,993 ▲ 103,222

# 玉城町 7,387,600 7,739,638 ▲ 4.5 ▲ 352,038 骨格予算 レジリエンス推進事業の完了による減 996 673,059 ▲ 672,063

# 度会町 5,290,694 5,240,586 1.0 50,108
脱炭素関係事業（脱炭素先行地域づくり事業の
増、庁舎脱炭素化推進事業の終了による減）

235,500 596,271 ▲ 360,771
町営住宅建替事業における第１期建築工事着工に
伴う増

349,721 32,400 317,321

# 大紀町 7,060,000 6,821,834 3.5 238,166 骨格予算
大紀中学校屋内運動場（指定避難所）空調設備整
備事業の皆増

130,329 0 130,329 ふるさと納税寄附金の増 350,000 200,000 150,000

# 南伊勢町 10,999,119 11,805,159 ▲ 6.8 ▲ 806,040
総合住民情報システム標準化対応業務の終了によ
る減

10,753 151,721 ▲ 140,968 小中学校統廃合工事の減少による減 640,000 1,000,000 ▲ 360,000

# 紀北町 11,253,213 11,686,475 ▲ 3.7 ▲ 433,262
汐ノ津呂排水機場整備事業（汐ノ津呂排水機場整
備工事積算業務委託料、施工管理業務、工事請負
費）の皆減

0 773,882 ▲ 773,882
海岸保全施設整備事業（矢口漁港海岸堤防工）の
減

6,180 80,600 ▲ 74,420

# 御浜町 7,282,000 6,982,000 4.3 300,000 認定子ども園阿田和保育園建設工事の皆増 424,500 0 424,500
東紀州環境施設組合負担金（工事請負分　他）の
皆増

366,137 0 366,137

# 紀宝町 7,289,350 7,566,284 ▲ 3.7 ▲ 276,934 東紀州環境施設組合への負担金の増 452,289 125,323 326,966 林道桐原浅里線災害復旧事業の減 2 220,300 ▲ 220,298

908,692,261 898,960,808 1.1 9,731,453

（注）１．▲はマイナスの表示として使用しています。 ２．各欄において表示単位未満を四捨五入しており、表内において一致しない場合があります。３．各市町の正式事業名とは異なる場合があります。
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